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研究経過報告書  

 

                                                        2023 年 4 月 7 日 

研 究 員 

（留学者） 

   

所属 政経学部  職 教授     氏名 助川 成也         ○印 

派 遣 期  間 令和4年4月9日 ～ 令和5年3月31日 

研究主題等 
「ASEANにおける第4次産業革命に向けた産業構造転換と課題～

タイを中心に～」  

報告事項  （研究活動の概要、内容、成果等、添付書類の見出し等）  

【泰日工業大学に籍を置いた理由】  

2022 年 4 月から約 1 年間に亘りタイで標記をテーマとした研究活動に従

事した。籍を置いたのは泰日工業大学（TNI。2006 年設立）である。同大学

は 1970 年代、タイにおける反日感情の高まりを憂慮した元日本留学生・研

修生有志が、日本留学組の先駆者で、後にタイの財務大臣となったソムマー

イ・フントラクーンの下で、日本の科学技術と知識の移転・普及、人材育成

を目的に設立した泰日経済技術振興協会（TPA）が母体である。 

日系製造業が集積し、ASEAN 随一の産業集積を誇るタイにおいて、慢性

的な技術者不足に悩む日本企業に対し、TPA は日本型モノづくりを理解す

るエンジニア・技術者を育成・供給することを目的に、自ら大学を設立した。

例えば、同大学では製造技術や生産・品質管理など固有の技術を学ぶのみな

らず、その根本にある「ものづくり精神」、例えば５Ｓ、カイゼン、ものづ

くり５ゲン（Ｇ）主義（現場、現物、現実、原理、原則）を教育している。 

同大学は日本の「モノづくり精神」の観点を踏まえて、タイ政府が進めて

いた「タイランド 4.0」を後押しすべく、産業界のニーズに合致する人材育

成・供給を志向している。 

後述する東部経済回廊（EEC）では、育成を目指すターゲット産業の人材

需要が 2030 年で 104 万人にのぼると推計されている。現状で新たな必要人

員数は 47.6 万人と見積もられており、需要に対して圧倒的に人材が不足し

ている。そのため TNI に籍を置くことで、人材教育・育成の面から、自ら

の「タイランド 4.0」研究を深掘り出来ると考えた。 

 

【タイランド 4.0 について】 

タイは1985年のプラザ合意以降86年から95年の間、直接投資をエンジン

とし、平均経済成長率は約10％に達した。しかし2000年代は同4.3％弱、2010

年代は同3.4％に低迷している。タイは、いわゆる「中進国の罠」に陥って
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おり、罠からいかに脱出するかが政権の大きな課題であった。 

タイ政府は2016年4月に成長戦略ビジョンとして「タイランド4.0」構想を

打ち出した。タイランド4.0は、ドイツのインダストリー4.0に着想を得てい

るが、これを政策化したのは、当時の経済担当副首相であったソムキットお

よびその特別経済チームである。特別経済チームのスウィット副商務相はタ

イが「中進国の罠」から抜け出すため、新たな経済モデルを構築する必要性

を訴えていた。それが「タイランド4.0」である。タイランド4.0は、タイの

経済・産業を、イノベーション主導型で、付加価値を持続的に創造する経済

への変革・実現を通じて、2037年までの先進国入りを目標とした。 

政府はタイが高所得国になるため、タイが持つ強固な生産基盤を活用し、

より高度な産業へと発展させる「既存競争産業」、将来のタイの発展に貢献

する新しい競争力のある分野を構築する「次世代産業」を特定し、振興した

。これら産業を「ターゲット産業」1と位置付け、日本など先進国からこれ

らターゲット産業の投資誘致に取り組んだ。 

タイ投資委委員会（BOI）によれば、2017年以降22年の5年間において、

ターゲット産業全体の直接投資は 4,259件、31.2兆バーツであった。こ

れは直接投資全体の各々 48％、58％を占める。ただし、その主な直接

投資は既存競争産業であり、ターゲット産業全体のうち次世代産業が

占める比率は、件数で 41.4％、金額で 34.2％にとどまった。タイが欲し

ている次世代産業の多くは、投資元国でも重要産業であり、先端技術は

先進国自身にとっても依然として中核技術であることに加え、タイの慢性的

な政情不安や、タイ国内で先端技術を担う高度人材の圧倒的不足などの問題

が、これら分野への投資を躊躇させているとみられる。  

 

【東部経済回廊（EEC）でタイランド 4.0 を先行実施】 

「タイランド4.0」構想を特定地域で先行的に実施するのが、東部経済回廊

（EEC）計画である。同計画はラヨーン県、チョンブリ県、チャチュンサオ

県の東部3県を特別経済開発区（SEZ）に指定し、先述したターゲット産業

の投資を誘致し、同地域のクラスター化を目指すものである。投資を誘致す

るため、同地域では官民連携（Public Private Partnership: PPP）でインフ

ラ開発を行う。優先5案件として、①ウタパオ空港・臨空都市開発、②3空港

連結高速鉄道開発、③レムチャバン深海港第3期開発、④マプタプット工業

港第3期開発、⑤サタヒープ港開発、があげられている。これら優先5案件の

総工費は約6,500億バーツ（約2兆6千億円）にのぼるが、うち4,500億バーツ

（1.8兆円）は民間が拠出する。 

もともとEEC3県はタイの中でも産業が集積しており、同地域の投資

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                             
1 次世代産業はデジタル、医療機器、バイオ燃料・バイオ化学、自動化・ロボット、航空。既存競争産業は

バイオテクノロジー、スマートエレクトロニクス、次世代自動車、ウェルネスツーリズム、農業産業、加

工食品。教育、防衛の 2 業種は後から追加された。 
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誘致と開発は政権にとって失敗リスクの少ない経済・産業政策であっ

た。また同政策を軍事政権の強みを生かして半ば強引に推進してきた

ものの、同地域は他地域に比べて所得も高く、産業も集積しているこ

とから、民政移管後は全国の議員から不公平との声も上がっている。

EEC3県の 21年時点の人口は 386万人でタイ全体の 5.5％を占めるに過

ぎない。しかし同 3県はタイのGDPの約 15％、第 2次産業の生産額の

31.5％を占め、同地域の一人あたりGDPは 1万 9千ドルを超えており、

ほぼバンコクと同水準。自動車産業が集積するラヨーン県に至っては

2万 8千ドルを超え、首都バンコクを大きく上回っている。  

 

【在タイ既存企業のスマートファクトリー化の進展状況】 

タイ政府はインダストリー4.0の牽引役を直接投資に期待しているが、既

進出日系企業もしくはタイ企業のスマート工場化も重要な課題である。既存

企業のインダストリー4.0に向けた取り組み状況について、日タイ経済協力

協会（JTECS）、TPA、TNIの協力を得て、22年12月～23年1月にかけてア

ンケート調査を実施した（別添①）。有効回答は114社2であった。同調査結果

は、23年1月26日にタイ工業省ナタポーン次官に報告するとともに、プレス

リリースを行った。その結果、同調査は邦字紙に掲載（別添②）されたほか、

複数のウェブ版タイメディア、更にはタイ版日本経済新聞とも言われるクル

ンテープ・トラキット紙（別添③）に調査結果が掲載された。 

なお調査結果の啓蒙普及を目的に、泰日経済技術振興協会（TPA）が主催

したチョンブリ県、バンコク、アユタヤ県の３カ所で「スマートものづくり

セミナー」において調査結果を発表した。3つのセミナーでは、計139名の企

業参加者があった。 

 

以下はスマート工場化課題調査結果のポイントである。  

＜調査結果ポイント＞ 

・タイ企業、日系企業とも回答企業の 2/3で製造工程に何らかの課題

を抱える。タイ日両企業の最大の課題は「生産計画と実績の乖離

」。中でもタイ大企業でその比率は約 7割。他の製造工程の課題に

ついて、タイ企業で「（製品別・工程別の）品質実績管理」、「

製造の標準化」で、日系企業は「不良品の発生防止対策が不十分

」で、各々半分超が直面。  

・IoT機器やシステムの導入について、タイ企業は日系企業以上に積

極的。ただし約 1割は「利用中止」の経験。「導入経験なし」は、

タイ企業で「半分」、日系企業では「 6割」。特に中小零細企業で

その傾向が強い。  

・タイ企業の IoT機器やシステムの導入上の課題は「内部人材の不足
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                             
2 114 社の内訳は、タイ企業 42 社、日系企業 67 社、その他 5 社である。 
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」。これに「既存のシステムとの接続性」、「整備・維持管理コ

スト」が続く。特に、システムを複数抱えている大企業の場合、

「既存システムとの接続性」に不安を抱える。日系企業は「費用

対効果不明」に最も不安を感じており、過去の取組事例を適切に

伝えることで需要喚起可能。  

・指導を受けることに「関心がない」企業は 1割以下。つまり 9割超

の企業が、「カイゼン」、「自動化・省力化」、「 IoT導入」の何

れか、または複数に関心あり。特に「自動化・省力化」について

は、国籍に関係なく 7割超の企業が関心を有する。  

・指導タイプについて、よりコストが安価な「集団指導」よりも、

「個別現場指導」の希望が圧倒的多い。特にタイ企業、中でも中

小零細企業でその傾向が顕著。  

・スマート化の社内教育ニーズは、タイ企業は「出前」、「オンラ

イン」、「泰日工業大学（ TNI）での講座開設」に、日系企業は「

オンライン」教育に、「 TNIでの講座開設」が続く。講座開設は、

タイ企業で特に中小零細企業で、日系企業では大企業の関心が高

い傾向。  

・タイ企業・日系企業の約 4割弱が、政府による「費用の一部助成ま

たは税控除」を希望。「費用対効果」に不安を抱える日本企業に

対し、「初回無料簡易診断」で課題解決に向けて的確な「ヒント

」や「カイゼン可能性」の道筋が提示できれば、需要喚起可能。  

 

【タイランド 4.0 実現に向けた課題】 

前述の通り、タイランド4.0はソムキットを中心とした特別経済チームに

よるイニシアチブで策定されたことから、同構想は政治主導の政策と言え

る。そのため政治的に流動的な局面では政策変更のリスクがある。 

実際にプラユット政権が2014年に軍事暫定政権として発足して以降、20

19年3月の民政移管選挙を経て、プラユットを首相とする与党・国民国家の

力党（PPRP）が引き続き国政を担っている。しかし2020年6月にはPPRP

内の内紛で党首や党役員を務め、タイランド4.0を強力に推進していた経済

チームの閣僚らは党の役職を外され、ソムキット副首相も含め全員がプラ

ユット政権を去った。その結果、2020年後半以降、タイランド4.0構想は失

速を余儀なくされた。現在までにタイ政府の重点政策は、タイランド4.0か

らBCG（バイオ、循環型、グリーン）政策に移行している。 

また2023年5月には総選挙が予定されており、政権が交代する可能性が高

い。その場合、経済・産業政策が抜本的に変わる可能性がある。「タイラン

ド4.0」という名称は使われなくなると見込まれるが、インダストリー4.0に

向けた企業の取り組みは不可欠であり、日本政府とタイ工業省とで連携し、

地道にスマート工場化を進めていく必要があろう。 
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なおタイのスマート工場化に対する日本の貢献については、経済産業省が

取り組んでいる「スマートモノづくり応援隊事業」に直接的に関与し、既存

企業の構造転換上の課題や日本の貢献を直接見ることが出来た。 

 

【その他活動】 

＜在タイ国士舘大学卒業生のネットワーク化＞ 

タイの産業高度化を研究する中で、偶然にも国士舘大学の卒業生 3

名の知己を得た。ランサン氏（平成 5 年政経学部卒）は矢崎総業の

タイ工場長、ティーラデック氏（平成 7 年理工学部卒）は自動車生

産設備の保守・調達を担ういすゞテクノの総務部長を務めるなど、

日系企業幹部である。また飯田恭輔氏（平成 11 年政経学部卒）は機

械専門商社伯東で部品供給の面から製造業を支える。  

これら卒業生と密に交流したが、その様子は国士舘大学新聞で報

告した （別添④）。これら卒業生には、日本を訪問した際、現役学生

に向け自身の経験を国士舘大学でお話しいただく予定である。  

 

＜最後に＞ 

今回、１年間に亘って国士舘大学を離れ、タイで研究出来る貴重な機会

をいただいた。間近に見た中進国タイの先進国入りの取り組みや企業

の活動、さらに国士舘卒業生の奮闘など現地の実情等について、授

業を通じて国士舘の学生に伝えていきたい。また近年、国内志向の

学生がほとんどではあるが、海外を含めて様々な事項にチャレンジ

し、飛躍する人材を一人でも多く育成・輩出したい。  

 

別添：  

①「スマート工場」実現に向けた課題調査結果  

②時事事速報（ 23年 2月 7日付）  

③クルンテープ・トラキット紙（ 23年 2月 21日付）  

④国士舘大学新聞  令和 4年 10月 25日号「在外研究リポート」  



 

「スマート工場」実現に向けた課題調査結果 

１）調査実施概要 

調査目的：本調査は、タイの製造企業のスマート工場化について、現状と課題を明らかに
するとともに、企業規模に応じた「身の丈」のスマート化を支援する「スマートもの
づくり応援隊事業」のニーズを把握することを目的とする。 

調査期間：2022 年 12 月 13 日（火）～2023年 1月 11 日（水） 
調査対象と方法：タイで事業を行っている製造企業にウェブ上で回答を依頼。 
回答企業数：119 社（うち 5社は非製造業のため無効）。 
有効回答企業数：114 社（うちタイ企業：42社／日系企業：67 社／その他：5社） 

２）調査結果ポイント 

・タイ企業、日系企業とも回答企業の 2/3 で製造工程に何らかの課題を抱える。タイ日両
企業の最大の課題は「生産計画と実績の乖離」。中でもタイ大企業でその比率は約 7割。
他の製造工程の課題について、タイ企業で「（製品別・工程別の）品質実績管理」、「製造

の標準化」で、日系企業は「不良品の発生防止対策が不十分」で、各々半分超が直面。 

・IoT 機器やシステムの導入について、タイ企業は日系企業以上に積極的。ただし約 1 割

は「利用中止」の経験。「導入経験なし」は、タイ企業で「半分」、日系企業では「6割」。
特に中小零細企業でその傾向が強い。 

・タイ企業の IoT機器やシステムの導入上の課題は「内部人材の不足」。これに「既存のシ

ステムとの接続性」、「整備・維持管理コスト」が続く。特に、システムを複数抱えてい
る大企業の場合、「既存システムとの接続性」に不安を抱える。日系企業は「費用対効果

不明」に最も不安を感じており、過去の取組事例を適切に伝えることで需要喚起可能。 

・指導を受けることに「関心がない」企業は 1 割以下。つまり 9 割超の企業が、「カイゼ

ン」、「自動化・省力化」、「IoT導入」の何れか、または複数に関心あり。特に「自動化・

省力化」については、国籍に関係なく 7割超の企業が関心を有する。 

・指導タイプについて、よりコストが安価な「集団指導」よりも、「個別現場指導」の希望
が圧倒的多い。特にタイ企業、中でも中小零細企業でその傾向が顕著。 

・スマート化の社内教育ニーズは、タイ企業は「出前」、「オンライン」、「泰日工業大学（TNI）

での講座開設」に、日系企業は「オンライン」教育に、「TNIでの講座開設」が続く。講
座開設は、タイ企業で特に中小零細企業で、日系企業では大企業の関心が高い傾向。 

・タイ企業・日系企業の約 4割弱が、政府による「費用の一部助成または税控除」を希望。
「費用対効果」に不安を抱える日本企業に対し、「初回無料簡易診断」で課題解決に向け
て的確な「ヒント」や「カイゼン可能性」の道筋が提示できれば、需要喚起可能。 

 

2023年 1 月 13 日 
日・タイ経済協力協会（JTECS） 

（まとめ：泰日工業大学 助川成也） 

 



３）各設問のポイント 

 

＜回答企業概要＞ 

・業種別では、一部を除き、ほぼ満遍なく回答を得た。特に、機械機器分野（輸送機器・
部品、電気・電子機器部品、一般機械）で回答企業の 4 割を占める。 

・タイの企業区分で、回答企業の約 45％は大企業。中企業が 3割、小企業が 2割（中小

零細企業全体で約 55％）。 

 

 
 

＜回答企業業種＞

タイ 日系 その他
食料品 8 5 2 1
プラスチック製品 7 3 3 1
電気・電子機器部品 13 4 9 0
繊維・衣服 3 1 2 0
ゴム・窯業・土石 6 1 5 0
精密・医療機器 2 0 2 0
紙・木製品・印刷 1 0 1 0
鉄・非鉄・金属 7 3 3 1
輸送機器・部品 30 8 21 1
化学・医療 8 6 2 0
一般機械 4 1 3 0
その他製造業 25 10 14 1
合計企業数 114 42 67 5

回答企業数

＜企業区分＞

タイ 日系 その他 タイ 日系 その他
大企業 52 20 30 2 45.6 47.6 44.8 40.0
中企業 35 14 20 1 30.7 33.3 29.9 20.0
小企業 22 8 13 1 19.3 19.0 19.4 20.0
零細企業 5 0 4 1 4.4 0.0 6.0 20.0
合計企業数 114 42 67 5 100.0 100.0 100.0 100.0
（注）企業規模はタイ側区分による。
（参考）タイと日本の企業区分（左：タイ、右：日本）

区分 区分 従業員数 資本金

大企業 5億THB以上

中企業 1～5億THB

小企業 180万～1億THB

零細企業 180万THB以下

（注）従業員数と年間収入・資本金条件は、いずれかを満たせば該当。

回答企業数 シェア（%）

－
5人以下

20～
300人

3億円
以下

20人以
下

小規模
企業

200人以上

年間収入従業員数

中小企
業50～200人

5～50人



＜課題の場所と製造工程の具体的課題＞ 

・「製造工程に課題を抱える」企業は、国籍に関係なく、タイ地場企業、日系企業とも凡そ

3分の 2 に達する。大企業・中小零細企業の企業区分別でもその趨勢に変わりはない。 
・製造以外で課題を抱える企業の多くは、人材確保や教育で課題を抱える。一方で、課題
が「特段ない」企業も 15％程度存在。 

・製造工程上の具体的課題は、国籍に関係なく「生産計画と実績の乖離」が過半超を占め
て最大。特にタイ企業のうち大企業はこの問題に直面しており、同課題を抱えるのは約
7 割。またタイ地場企業の場合、課題は広範囲にわたるが、特に「（製品別・工程別の）

品質実績管理」、「製造の標準化」で半数超の企業が課題と認識。日系企業の場合、「不良

品の発生防止対策が不十分」とする企業が半数超にのぼる。 
 

 

 
 

  

＜課題の場所＞

タイ 日系 その他 タイ 日系 その他
製造工程に課題 74 27 44 3 64.9 64.3 65.7 60.0
製造以外で課題 21 9 12 0 18.4 21.4 17.9 0.0
特段なし 19 6 11 2 16.7 14.3 16.4 40.0
合計企業数 114 42 67 5 100.0 100.0 100.0 100.0

＜製造工程の具体的課題＞※複数回答

タイ 日系 その他 タイ 日系 その他
生産計画と実績の乖離 41 15 24 2 55.4 55.6 54.5 66.7
5S*の不徹底 33 13 17 3 44.6 48.1 38.6 100.0
工程間仕掛在庫 27 8 16 3 36.5 29.6 36.4 100.0
手直し品・再検査品の管理 22 8 12 2 29.7 29.6 27.3 66.7
設備稼働 27 10 16 1 36.5 37.0 36.4 33.3
（製品別・工程別の）品質実績管理 28 14 12 2 37.8 51.9 27.3 66.7
不良品の発生防止対策が不十分 39 13 24 2 52.7 48.1 54.5 66.7
生産進捗管理 35 12 21 2 47.3 44.4 47.7 66.7
製造の標準化 30 14 13 3 40.5 51.9 29.5 100.0
改善活動 30 11 16 3 40.5 40.7 36.4 100.0
合計企業数 74 27 44 3 100.0 100.0 100.0 100.0

回答企業数 シェア（%）

回答企業数 シェア（%）



＜IoT機器、システムの導入経験＞ 

・IoT 機器やシステムについて、「導入経験なし」はタイ企業で半分、日系企業で 6割にの
ぼる。これら企業が導入するには、何らかのきっかけが必要。特に中小零細企業の場合、
タイ企業で 6割、日系企業で 7 割弱が「導入経験なし」。 

・IoT 機器やシステムについて、日系企業以上にタイ企業で導入経験を有し、積極的な取
り組み姿勢がうかがえる。ただしうち約 1割は「利用中止」している。 

 

 

 

  

＜IoT機器、システムの導入経験＞

タイ 日系 その他 タイ 日系 その他
導入経験あり 50 21 27 2 43.9 50.0 40.3 40.0

稼働中 43 17 24 2 37.7 40.5 35.8 40.0
利用中止 7 4 3 0 6.1 9.5 4.5 0.0

64 21 40 3 56.1 50.0 59.7 60.0
114 42 67 5 100.0 100.0 100.0 100.0合計企業数

回答企業数 シェア（%）

導入経験なし

大企業

タイ 日系 その他 タイ 日系 その他
導入経験あり 27 12 15 0 51.9 60.0 50.0 0.0

稼働中 21 8 13 0 40.4 40.0 43.3 0.0
利用中止 6 4 2 0 11.5 20.0 6.7 0.0

25 8 15 2 48.1 40.0 50.0 100.0
52 20 30 2 100.0 100.0 100.0 100.0

回答企業数 シェア（%）

導入経験なし
合計企業数

中小零細企業

タイ 日系 その他 タイ 日系 その他
導入経験あり 23 9 12 2 37.1 40.9 32.4 66.7

稼働中 22 9 11 2 35.5 40.9 29.7 66.7
利用中止 1 0 1 0 1.6 0.0 2.7 0.0

39 13 25 1 62.9 59.1 67.6 33.3
62 22 37 3 100.0 100.0 100.0 100.0

回答企業数 シェア（%）

導入経験なし
合計企業数



 

＜IoT機器、システムの導入上の課題＞ 

・タイ企業最大の問題は、IoT 機器、システム導入を担う「内部人材の不足」で 55％。そ
して「既存のシステムとの接続性」、「整備・維持管理コスト」が続く。特に、システム
を複数抱えている大企業の場合、「既存システムとの接続性」が最大の課題。 

・日系企業は「費用対効果不明」が最大であり、低コストの「身の丈 IoT」の潜在需要が期
待される。これに「内部人材不足」、「整備・維持管理コスト」「既存システムとの接続
性」にも課題と感じている。 

 

 
  

＜IoT機器、システム導入の課題＞※複数回答

タイ 日系 その他 タイ 日系 その他
内部人材不足 57 23 30 4 50.0 54.8 44.8 80.0
費用対効果不明 53 17 32 4 46.5 40.5 47.8 80.0
整備・維持管理コスト 52 19 29 4 45.6 45.2 43.3 80.0
乗っ取り・情報漏洩リスク 13 7 5 1 11.4 16.7 7.5 20.0
既存システムとの接続性 47 20 25 2 41.2 47.6 37.3 40.0
指導専門家確保 35 15 16 4 30.7 35.7 23.9 80.0
何をすればいいか不明　 33 10 20 3 28.9 23.8 29.9 60.0
その他 3 2 1 0 2.6 4.8 1.5 0.0
合計企業数 114 42 67 5 100.0 100.0 100.0 100.0

回答企業数 シェア（%）

大企業

タイ 日系 その他 タイ 日系 その他
内部人材不足 27 11 14 2 51.9 55.0 46.7 100.0
費用対効果不明 24 8 14 2 46.2 40.0 46.7 100.0
整備・維持管理コスト 27 11 14 2 51.9 55.0 46.7 100.0
乗っ取り・情報漏洩リスク 7 4 2 1 13.5 20.0 6.7 50.0
既存システムとの接続性 26 13 11 2 50.0 65.0 36.7 100.0
指導専門家確保 21 9 10 2 40.4 45.0 33.3 100.0
何をすればいいか不明　 15 5 8 2 28.8 25.0 26.7 100.0
その他 3 2 1 0 5.8 10.0 3.3 0.0
合計企業数 52 20 30 2 100.0 100.0 100.0 100.0

シェア（%）回答企業数



＜指導への関心＞ 

・タイ企業も日系企業も、「指導を受ける」ことに強い関心を有している。関心がない企業
は 1割以下。つまり 9割超の企業が、「カイゼン」、「自動化・省力化」、「IoT導入」の何

れかまたは複数に関心あり。 
・特に「自動化・省力化」については、国籍に関係なく 7 割超の企業が関心を持つ分野。

「IoT導入」と「カイゼン」についても約 6割弱（57％）の企業が関心を持つ。 
・企業区分別で、大企業は特に「自動化・省力化」、「IoT導入」に、中小零細企業は「自動

化・省力化」と「カイゼン」に、それぞれ関心を持っている。 
 

 

 

 
 

  

＜指導への関心＞※複数回答

タイ 日系 その他 タイ 日系 その他
カイゼン 65 23 38 4 57.0 54.8 56.7 80.0
自動化・省力化 82 30 48 4 71.9 71.4 71.6 80.0
IoT導入 65 24 37 4 57.0 57.1 55.2 80.0
関心なし 10 4 5 1 8.8 9.5 7.5 20.0
合計企業数 114 42 67 5 100.0 100.0 100.0 100.0

回答数 シェア（%）

大企業

タイ 日系 その他 タイ 日系 その他
カイゼン 28 11 15 2 53.8 55.0 50.0 100.0
自動化・省力化 38 15 21 2 73.1 75.0 70.0 100.0
IoT導入 35 12 21 2 67.3 60.0 70.0 100.0
関心なし 3 1 2 0 5.8 5.0 6.7 0.0
合計企業数 52 20 30 2 100.0 100.0 100.0 100.0

シェア（%）回答数

中小零細企業

タイ 日系 その他 タイ 日系 その他
カイゼン 37 12 23 2 59.7 54.5 62.2 66.7
自動化・省力化 44 15 27 2 71.0 68.2 73.0 66.7
IoT導入 30 12 16 2 48.4 54.5 43.2 66.7
関心なし 7 3 3 1 11.3 13.6 8.1 33.3
合計企業数 62 22 37 3 100.0 100.0 100.0 100.0

回答数 シェア（%）



＜指導への要望＞ 

・指導タイプについて、よりコストが安価な「集団指導」よりも、「個別現場指導」を希望
する割合が断然高い。特にタイ企業、中でも中小零細企業でその傾向が顕著。 

・スマート化に資する社内教育のニーズについて、タイ企業は「出前」、「オンライン」、「泰

日工業大学（TNI）での講座開設」について、各々3割前後が関心。日系企業の場合、「オ

ンライン」教育のニーズが 4割超で最も高く、これに「TNI での講座開設」が続く。 
・「TNI での講座開設」への関心は、タイ企業では特に中小零細企業が、日系企業では大企

業が、それぞれ高い関心を持つ傾向にある。 
・タイ企業・日系企業の約 4割弱が、政府による「費用の一部助成または税控除」を希望。 
・特に日本企業については、IoT機器、システムの導入に際して「費用対効果」に不安を抱
えていることもあり、「初回無料簡易診断」の希望が半数に迫る。スマート工場化に向
け、まず初回の診断で、専門家が生産ライン上の課題・悩みを聴取した上で、課題解決
に向けて的確な「ヒント」や「カイゼン可能性」などの道筋を提示できれば、次のステ
ップとして「個別現場指導」に繋がる可能性が高い。 

 

 
（以上） 

＜指導に際しての要望＞※複数回答

タイ 日系 その他 タイ 日系 その他
51 20 28 3 49.0 52.6 45.2 75.0
27 8 17 2 26.0 21.1 27.4 50.0

出前(オンサイト） 23 13 8 2 22.1 34.2 12.9 50.0
集中合宿　 10 4 4 2 9.6 10.5 6.5 50.0
泰日工業大学での講座開設　 32 11 19 2 30.8 28.9 30.6 50.0
オンライン 42 12 26 4 40.4 31.6 41.9 100.0

44 14 28 2 42.3 36.8 45.2 50.0
40 15 23 2 38.5 39.5 37.1 50.0

104 38 62 4 100.0 100.0 100.0 100.0合計企業数

集団指導（安価）

スマート化
社内教育

初回無料簡易診断　
費用の一部助成または税控除

個別現場指導

回答企業数 シェア（%）

中小零細企業

タイ 日系 その他 タイ 日系 その他
28 11 16 1 50.9 57.9 47.1 50.0
12 4 8 0 21.8 21.1 23.5 0.0

出前(オンサイト） 6 5 1 0 10.9 26.3 2.9 0.0
集中合宿　 3 2 1 0 5.5 10.5 2.9 0.0
泰日工業大学での講座開設　 16 7 9 0 29.1 36.8 26.5 0.0
オンライン 18 4 12 2 32.7 21.1 35.3 100.0

24 7 16 1 43.6 36.8 47.1 50.0
22 6 15 1 40.0 31.6 44.1 50.0
55 19 34 2 100.0 100.0 100.0 100.0合計企業数

集団指導（安価）

スマート化
社内教育

初回無料簡易診断　
費用の一部助成または税控除

回答企業数 シェア（%）

個別現場指導
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《産業》

９割超の企業が「スマート工場化」指導に関心＝在タイ製造業調査
　【バンコク時事】日タイ経済協力協会（ＪＴＥＣＳ、東京都文京区）は６日、在タイ製造企業を対象に実
施した「『スマート工場』実現に向けた課題調査」の結果を公表した。それによると、９割超の企業が「ス
マート工場化」に向けた指導に関心があることが分かった。
　調査はタイを拠点とする日系およびタイの製造企業１１４社を対象に実施。２０２２年１２月１３日～２３
年１月１１日にインターネットで調査した。スマート工場化のためのＩｏＴ（モノのインターネット）機器やシス
テムの導入経験があるかを聞いたところ、５６％が導入経験なしと回答。導入上の課題としてタイ企業では
「内部人材の不足」「既存システムとの整合性」「整備・維持管理コスト」などを挙げる向きが多く、日系企
業では「費用対効果が不明」との答えが最も多かった。
　スマート工場化に向けた指導への関心の有無を聞くと、タイ企業、日系ともに９割超が「関心あり」と回
答。関心分野を複数回答で聞いたところ、日タイ双方の７割超が「自動化・省力化」を選んだほか、「ＩｏＴ
導入」「カイゼン」も、日タイともに５割を上回った。
　同協会は調査結果について「製造工程の課題解決に向け、スマート工場化の指導に高いニーズがあること
が分かった」と説明。特に資金に制約がある中小企業などには、両国の政府間枠組みの下で企業規模に応
じたスマート化を支援する「スマートものづくり応援隊事業」が有効だと強調した。

今年のＩＴ投資額、４．２％増の９３５０億バーツ＝ガートナー予測
　米調査会社ガートナーによると、タイの２０２３年のＩＴ総投資額は、前年比４．２％増の９３５０億バーツ
（３兆７０００億円）にとどまる見込み。世界平均の２．４％増を上回るものの、高インフレや熟練労働者の
不足、サプライチェーン（供給網）問題が、情報技術計画の策定を担当する最高情報責任者（ＣＦＯ）の意
思決定を遅れせるとの見方を示した。６日付の英字紙バンコク・ポスト（経済３面）が伝えた
　分野別の伸び率では、企業向けソフトウエアとＩＴサービスがそれぞれ１４．９％増（８００億バーツ）、
１０．４％増（１０９０億バーツ）の２桁成長。データセンターは５．５％増の２７０億バーツと堅調。通信サー
ビスの伸び率は５．１％増と最も低いが、５２２０億バーツと全投資額の５６％を占める。一方、パソコンやタ
ブレットといったデバイスの需要減少率は、前年の４．２％から４．７％に拡大する見通し。（時事）

ＣＲＣ、２３年に２８０億バーツ投資＝最大３割を海外事業に充当
　【バンコク時事】タイの小売り大手セントラル・リテール・コーポレ
ーション（ＣＲＣ）のヨン最高経営責任者（ＣＥＯ）は６日の記者会見
で、２０２３年からの５年間で総額１５００億バーツ（約５９００億円）
を投資する事業計画を発表した。２３年は２８０億バーツを割り当
て、うち２５～３０％を海外事業に充てるという。
　ＣＲＣは現在、イタリアとベトナムで百貨店・スーパー事業を手掛け
ている。同ＣＥＯは「ベトナムでのモダントレード（スーパーなどの近
代的な小売り業態）事業は成長余地が非常に大きいとみている。食
品事業と商業施設などでのスペース賃貸事業に注力する方針だ」と
説明。２４年にベトナムで展開している大型スーパー「ゴー！」をさら
に５～７店オープンする計画。他のスーパー「トップス・マーケット」「ミ
ニ・ゴー！」なども拡大するという。
　同ＣＥＯは２３年のタイ国内事業について、ショッピングモール「ロ
ビンソン」２店、スーパー「トップス」１５店、建材店「タイ・ワサド
ゥ」１０店をそれぞれ新規出店すると指摘。実店舗とオンライン販売
を融合する「オムニチャンネル」による売上高は全体の１８％にとどま
っており、今後５年で２５％に引き上げることを目指す。２３年後半に
新たな大型事業をタイとベトナムに投入する計画があると語った。
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